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要約

◦�「学校保健統計調査」の2015～2024年度の10年
間データを用いて小児アトピー性皮膚炎の被患
率推移を分析した結果、幼稚園児の被患率は男
女とも年５％以上の減少率を示し、小学生の被
患率は若干の減少傾向であった。

◦�対して、中学生女子、高校生男女の被患率は約
年２％の増加率が示され、小児アトピー性皮膚
炎は高年齢群で増加していることが示唆され
た。

◦�これらの結果を受け、2015～2023年度の NDB
オープンデータから、小児患者の特異的アト
ピー性皮膚炎検査の算定回数、ストロング以上
の強度を有するステロイド外用剤の小児処方
量、新規薬理作用医薬品の小児処方量の年度推
移を分析し被患率との関係を観察した。

◦�特異的アトピー性皮膚炎検査の算定回数は０～
４歳群で減少が示されたが、５歳以上の各群は
増加を示し、特に高年齢群で顕著に高い増加率
が示された。

◦�ストロング以上のステロイド外用剤処方量はい
ずれの群でも著しい増加が示され、被患率と検
査算定数の推移からみると想定外の結果であっ
た。

◦�新規薬理作用医薬品の処方量は近年顕著に増加
しており、外用薬では低年齢群の処方が多く、
抗体医薬、内服JAK阻害薬は15歳以上の処方が
多くを占めた。

◦�小児アトピー性皮膚炎の被患率と治療薬処方量
との関係は明らかではなかった。近年のアト
ピー性皮膚炎治療薬の進歩は目覚ましく、症状
の病因分子に特異的に作用することから小児患
者個々のアンメットニーズを更に充足すること
が期待される。同時に安全面への細心の注意を
払った適正使用の推進活動が強く求められる。

１．はじめに

　「学校保健統計調査」１）は、統計法に基づく基幹
統計調査（基幹統計である学校保健統計を作成す
るための調査）として、学校における幼児、児童
及び生徒の発育及び健康の状態を明らかにするこ
とを目的とした標本調査である。文部科学省 HP
によると明治33年（1900年）に「生徒児童身体検
査統計」の名称で開始されたとあり、昭和23年
（1948年）に「学校衛生統計」に名称改定、昭和35
年（1960年）に現在の名称に改定され、2025年12
月現在、令和６年度（2024年度）の調査結果が公
表されている大変歴史のある児童調査である。調
査対象の範囲は、幼稚園、小学校、中学校、義務
教育学校、高等学校、中等教育学校及び幼保連携
型認定こども園のうち、文部科学大臣があらかじ
め指定する学校に在籍する満５歳から17歳（４月
１日現在）までの幼児、児童及び生徒と定義され
ている。
　標本は学校基本調査の結果を基に作成した学校
基本調査台帳を母集団名簿としており、抽出方法

１）文部科学省ホームページ、「学校保健統計調査－結果の概要」�
https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa05/hoken/kekka/1268813.htm（2025.12.25最終確認）
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として、１．児童等の発育状態調査は層化二段無
作為抽出法、２．児童等の健康状態調査は層化集
落抽出法が用いられ、調査事項は、１．発育状態
調査：⑴身長　⑵体重、２．健康状態調査：⑴栄
養状態、⑵脊柱・胸郭・四肢の状態、⑶裸眼視力、
⑷眼の疾病・異常、⑸難聴、⑹耳鼻咽頭疾患、⑺皮
膚疾患、⑻結核に関する検診、⑼結核、⑽心電図
異常、⑾心臓、⑿蛋白検出、⒀尿糖検出、⒁その
他の疾病・異常、⒂歯・口腔、⒃永久歯のう歯数
等、となっており、各調査項目の目標精度が５％
未満に保たれるよう調査設計されている。⑺皮膚
疾患の項で“アトピー性皮膚炎”の被患率推定値
が、⒁その他の疾病・異常の項で“ぜん息”、“腎
臓疾患”、“言語障害”、“その他の疾病・異常”の
被患率推定値が示されている。具体的な疾病が示
されているものはアトピー性皮膚炎、結核、う歯、
ぜん息のみである。各都道府県は域内の幼児、児
童及び生徒の発育状態や疾患、検査値異常の保有
割合を全国平均と比較して示す等、自治体の児童
の健康管理への意識向上を目的として積極的に公
表している。本研究では学校保健統計調査の疾病・
検査値異常の中からアトピー性皮膚炎の小児被患
率とその推移に着目し、NDBオープンデータ（以
下、NDBOD）２）を用いて、アトピー性皮膚炎の特
異的検査の小児患者の算定回数及び年度推移、ア
トピー性皮膚炎治療に従来用いられているステロ
イド外用剤、近年治療の game changer となって
いる新規薬理作用を有する医薬品の小児処方量及
び年度推移との関係を観察する。

２．調査方法

　2015～2024年度の学校保健統計調査から幼稚
園、小学校、中学校、高校の幼児、児童、生徒の
アトピー性皮膚炎被患率を学校種類別、男女別、
都市規模別に収集し、被患率の年平均変化率（An-
nual Percent Change：以下、APC）を計算した。

なおここでの被患者定義は、学校の健康診断に基
づいて学校医によって判定された者である。加え
て健康診断で疾病・異常と判定されなかったが医
療機関で医師から疾病・異常と診断され、そのこ
とを学校が把握している場合も被患者として扱わ
れる。しかし治療によって疾病・異常の疑いがな
く経過観察と判定された場合は計上しないとして
いる。各年の健康状態調査の対象となった集団母
数は巻末の別表１に示す。
　アトピー性皮膚炎の検査の算定回数と治療薬の
処方量は NDBOD 第２回（2015年度）～第10回
（2023年度）を用い、男女０～19歳の処方薬数量を
５歳毎年齢階級別に集計した。なお箇所によって
便宜的に０～４歳群と５～９歳群を低年齢群、10
～14歳群と15～19歳群を高年齢群と表現する。検
査は「D検査 _ 性年齢別算定回数」から、「アト
ピー性皮膚炎診療ガイドライン2024（以下、診療
ガイドライン）」３）に掲載されている５種類の診
断、重症度評価のバイオマーカーのうち、特異的
マーカーとして“TARC（thymus and activation-�
regulated chemokine）”と“SCCA2（squamous 
cell carcinoma antigen 2）”を集計した。診療ガ
イドラインに掲載されている薬物療法のうち、外
用剤は「外用剤 _性年齢別薬効分類別数量　外来
（院内）（院外）」からステロイド外用剤（抗生物
質・抗菌剤配合剤、ローション製剤を除く）、新規
薬理作用外用剤として“tacrolimus”、“delgoci-
tinib”、“difamilast”を集計、モノクローナル抗体
医薬品は「注射_性年齢別薬効分類別数量外来（院
内）（院外）」から“dupilumab”、“nemolizumab”、
“tralokinumab”を集計、内服ヤヌスキナーゼ
（JAK）阻害薬は「内服_外来_性年齢別薬効分類
別数量（院内）（院外）」から“baricitinib”、“up-
adacitinib”、“abrocitinib”を集計した。
　診療ガイドラインに示すよう「ステロイド外用
剤は「アトピー性皮膚炎治療の基本となる薬剤で

２）厚生労働省ホームページ、「【NDB】NDBオープンデータ」�
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000177182.html（2025.12.25最終確認）

３）公益社団法人日本皮膚科学会　一般社団法人日本アレルギー学会　アトピー性皮膚炎診療ガイドライン策定委員会編
「アトピー性皮膚炎診療ガイドライン2024」日本皮膚科学会雑誌：134（11）、2741－2843、2024

　　https://www.dermatol.or.jp/dermatol/wp-content/uploads/xoops/files/guideline/ADGL2024.pdf
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あり（CQ１：推奨度１、エビデンスレベル：Ａ）、
個々の皮疹の重症度に応じて適切な強さ（ランク）
のステロイド薬を選択すること」となっている
（表１）。ここでは、JAK阻害薬やモノクローナル
抗体医薬品等の新規薬理作用医薬品の上市にとも
なって、強力なステロイド外用剤の処方量の変化
を観察するために「ストロング」ランク以上のス
テロイド外用剤の処方量を集計した。なお、ステ
ロイド外用剤はアトピー性皮膚炎以外の皮膚炎、
皮膚症状の治療にも用いられており、NDBODで
は疾病に紐づいた処方を確認することはできない
ため処方量の変化はあくまで推論に留まる。抗生
物質・抗菌剤配合剤、ローション製剤を除いた理
由は、前者は感染性皮膚疾患、後者は頭皮に発症

する皮膚炎（脂漏性湿疹等）への処方の可能性が
高いと考えたためである。またローション剤の処
方単位はmLとなっているものが多いため、処方
単位量の推移を表現するにあたりg単位で統一す
るためでもある。新規薬理作用医薬品の注意点と
して、dupilumabは2018年４月に成人（15歳以上）
の「既存治療で効果不十分なアトピー性皮膚炎」
で承認された後、2019年３月に12歳以上のコント
ロール不良の重症もしくは難治性の「気管支喘息」
に、2023年９月に生後６ヶ月以上の「既存治療で
効果不十分なアトピー性皮膚炎」、2024年２月に
12歳以上の「既存治療で効果不十分な特発性の慢
性蕁麻疹」の小児適応が拡大されたため、処方単
位量はこれら疾患の合算となる。また baricitinib
は2024年３月に２歳以上の「既存治療で効果不十
分なアトピー性皮膚炎」と「多関節に活動性を有
する若年性特発性関節炎」に適応拡大された。
　被患率推定値の年平均変化率（APC）は引用資
料４）に示されている計算方法である、各年度の数
値を自然対数化し線形回帰直線を導き、その係数
（m）の指数値（exp（m））を用いて100×（（exp
（m）－１）で算出した。
　以下にNDBODの注意点を揚げる。①NDBOD
では男女別、５歳毎にグループ化されており、各
グループの処方薬数量の集計結果が1,000未満の
場合は「－」で表示（1,000未満の箇所が１箇所の
場合は1,000以上の最小値を全て「－」で表示）と
なっているため、年齢群の集計結果と総計とは一
致しない。②第８回までは、処方薬は薬効分類別
に処方数の上位100品目が記載されていたが、以降
は上位100品目・上位300品目・上位500品目が公表
されたことから、以前のデータと整合性を取るた
め第９、10回を上位100品目までを集計対象とし
た。ただし内服 JAK 阻害薬については第９回
NDBOD（2022年度）から小児年齢階級の処方単
位量が本格的に現れたが、上位100品目では十分に
集計ができなかったため上位300品目までを集計

表１　ステロイド外用薬のランク

出典）アトピー性皮膚炎診療ガイドライン2024
　　　日本皮膚科学会雑誌：134（11）、2741－2843、2024

４）厚生労働科学研究費補助金（がん臨床研究事業）、「既存統計資料に基づくがん対策進捗の評価手法に関する実証的研究」
班「がん死亡率減少へのアクションプラン作成の手引き」2012.7

　　https://oici.jp/ocr/common/images/data/data/1207tebiki2.pdf
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対象とした。

３．結果

⑴　アトピー性皮膚炎被患率

　2015～2024年度の学校保健統計調査から、学校
種別、男女別にアトピー性皮膚炎の被患率推定値
の推移を図１に示す。
・�幼稚園：男子2015年度2.75％、2024年度1.77％、
APC ▲5.4％、女子2015年度2.28％、2024年度
1.45％、APC▲5.6％と男女とも年減少率が極め
て大きかった。

・�小学生：男子2015年度3.84％、2024年度3.42％、
APC ▲1.1％、女子2015年度3.18％、2024年度
3.05％、APC▲0.0％と男女とも若干の減少傾向
であった。

・�中学生：男子2015年度2.99％、2024年度3.08％、
APC0.9％、女子2015年度2.42％、2024年度2.88％、
APC2.1％と、女子の年増加率は男子の倍であっ
た。

・�高校生：男子2015年度2.20％、2024年度2.78％、
APC1.9％、女子2015年度1.90％、2024年度2.42％、

APC2.0％と、男女は同等の年増加率であった。
　都市階級別の被患率推移（表２）をみると、男
女とも「大都市」の幼稚園児の減少が大きく（APC；
男子▲6.6％、女子▲8.1％）、「町村」では中学生女
子に増加（APC2.7％）が認められた以外、大きな
変化は認められなかった。また、「大都市」高校生
は男女とも全体に比して年増加率は小さかった
（APC；男子0.4％、女子1.1％）が、「小都市」高校
生は全体以上の増加（APC；男子2.9％、女子3.3％）
が認められた。

⑵　アトピー性皮膚炎検査

　2015～2023年度NDBODから、アトピー性皮膚
炎特異的な検査である“TARC”および“SCCA2”
の算定回数を０歳から19歳まで５歳刻みで集計し
年齢階級別、男女別に推移をみた（図２）。なお
SCCA2は15歳以下までが保険適応である。０～４
歳群は算定回数の最も多い群であったが、APCは
男子▲3.5％、女子▲2.1％と減少していた。５～９
歳群のAPCは男子4.9％、女子5.3％、10～14歳群
のAPCは男子11.3％、女子11.2％、15～19歳群の

図１　アトピー性皮膚炎被患率推移（学校種別）
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APC は男子12.1％、女子10.2％であった。年齢が
上がるに従って検査の算定回数は少なくなってい
たが、APCは高年齢群で顕著に増加していた。

⑶　ステロイド外用剤

　先と同様に、年齢階級別、男女別にみたストロ

ングランク以上のステロイド外用剤の処方単位量
（kg）の推移を図３に示す。
・�０～４歳群：全体のAPCは男子7.9％、女子8.5
％と顕著な増加が認められた。男女ともにスト
ロング（S）の処方量が最も多く、ストロング
APCは男子9.8％、女子10.6％と増加を牽引して

表２　都市階級別アトピー性皮膚炎被患率　年度推移（％）

男子
区分 年度

都市階級 学校種 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 APC（％）

大都市

幼稚園 2.84 2.78 2.34 2.01 2.13 1.86 1.58 1.83 1.39 1.75 -6.6
小学生 4.07 3.78 3.50 3.44 3.73 3.38 3.07 3.51 3.57 3.33 -1.6
中学生 2.89 3.01 3.05 3.05 2.95 2.95 3.41 2.94 3.14 3.06 0.6
高校生 2.26 2.75 2.62 3.01 2.78 2.50 2.83 2.59 2.53 2.72 0.4

中都市

幼稚園 2.88 2.57 1.94 2.32 2.27 2.20 1.46 2.01 1.78 1.70 -5.1
小学生 3.55 3.06 3.38 3.52 3.30 3.22 3.40 3.02 3.25 3.13 -0.8
中学生 3.14 2.58 2.80 3.04 3.17 2.96 2.97 2.98 3.04 2.98 0.5
高校生 2.05 2.14 2.37 2.64 2.56 2.54 2.47 2.88 2.32 2.65 2.2

小都市

幼稚園 2.68 2.69 2.44 2.31 2.44 1.75 2.06 1.39 1.72 1.97 -5.5
小学生 3.95 3.68 3.81 3.97 3.72 3.58 3.46 3.46 3.56 3.77 -1.0
中学生 3.00 2.97 2.75 3.13 3.01 3.05 3.14 3.25 3.46 2.91 1.0
高校生 2.26 2.64 2.37 2.94 2.78 2.59 3.29 3.03 2.83 3.06 2.9

町村

幼稚園 1.95 2.19 1.79 1.88 1.76 2.83 1.55 1.47 1.84 1.95 -1.4
小学生 3.60 3.25 3.35 3.91 3.75 2.82 4.02 3.70 3.20 4.08 0.8
中学生 2.77 3.30 3.69 3.57 3.06 2.72 3.28 4.50 3.23 3.40 1.4
高校生 2.53 2.79 2.72 2.77 2.38 3.16 3.21 3.43 2.18 2.86 0.8

女子
区分 年度

都市階級 学校種 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 APC（％）

大都市

幼稚園 2.49 2.28 2.17 1.54 1.97 1.46 1.85 1.44 0.92 1.31 -8.1
小学生 3.38 2.95 2.89 3.01 3.06 3.15 2.76 3.12 3.29 2.93 -0.2
中学生 2.46 2.43 2.71 2.58 2.57 2.83 3.16 2.70 2.88 2.89 2.0
高校生 2.02 2.42 2.04 2.33 2.31 2.37 2.07 2.49 2.28 2.42 1.1

中都市

幼稚園 2.13 2.05 1.71 1.87 2.45 1.78 1.51 1.76 1.47 1.25 -4.7
小学生 3.01 2.60 2.82 2.97 2.75 2.87 3.08 2.69 2.87 2.86 0.1
中学生 2.49 2.30 2.30 2.44 2.82 2.67 2.54 2.74 2.61 2.88 1.9
高校生 1.84 1.80 2.00 2.43 2.07 2.33 2.16 2.44 2.05 2.19 2.0

小都市

幼稚園 2.34 2.34 2.19 2.21 2.56 1.82 1.75 1.32 1.27 1.77 -6.1
小学生 3.17 3.11 3.21 3.42 3.12 3.06 3.08 3.07 3.15 3.38 0.1
中学生 2.44 2.62 2.32 2.63 2.43 2.87 2.65 2.80 2.96 2.69 1.7
高校生 1.86 2.31 1.93 2.50 2.18 2.14 2.72 2.47 2.34 2.82 3.3

町村

幼稚園 1.66 1.48 1.41 2.22 1.98 2.51 1.37 1.45 1.87 1.67 0.4
小学生 3.27 2.88 2.86 3.31 3.24 2.61 3.56 2.75 2.92 3.51 0.3
中学生 2.21 2.71 3.06 2.74 2.52 2.14 2.59 4.31 2.81 2.99 2.7
高校生 2.05 2.17 2.66 2.52 2.26 3.38 2.52 2.64 1.65 2.41 -0.1

引用１）をもとに医薬産業政策研究所にて作成
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図２　アトピー性皮膚炎特異的検査　算定回数の推移

43466

28727

44265

29367

45424

30511

45059

30804

42836

29768

40974

28701

37269

26492

32564

23676

31114

23116

815

572

2561

1834

2664

1960

0

10000

20000

30000

40000

50000

男性 女性 男性 女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

年度

アトピー性皮膚炎特異検査︓0～4歳

TARC SCCA2

18552

13714

20168

14934

21587

16208

23582

17618

24364

18068

26035

19118

25370

18916

24434

18513

25842

19971

530

368

1809

1370

1948

1520

0

10000

20000

30000

40000

50000

男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

年度

アトピー性皮膚炎特異検査︓5～9歳

TARC SCCA2

9883 8127
10983

9047
11975

9882
13455

10968
14534

12103
16528

13871
17906

14834

19793
16179

22206
18018

322

245

1157

880

1272

953

0

10000

20000

30000

40000

50000

男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

年度

アトピー性皮膚炎特異検査︓10～14歳

TARC SCCA2

7259 6288 7964 6549
8863

6991
9702

7781
10946

8746
12198

9848
13287

10261

15584
11402

18463

13852

25

18

63

48

118

0

10000

20000

30000

40000

50000

男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性 男性女性

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

年度

アトピー性皮膚炎特異検査︓15～19歳

TARC SCCA2

引用２）をもとに医薬産業政策研究所にて作成

図３　ステロイド外用剤　処方単位量の推移（ストロングランク以上）
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いた。ベリーストロング（VS）のAPCは男子
1.8％、女子2.0％、ストロンゲスト（SST）の
APCは男子6.1％、女子5.8％であった。

・�５～９歳群：全体の APC は男子10.6％、女子
11.1％であった。男女ともにストロング量が最
も多く、ストロング APC は男子13.0％、女子
13.4％、ベリーストロングAPCは男子6.7％、女
子7.1％、ストロンゲストAPCは男子12.8％、女
子13.3％であった。

・�10～14歳群：全体の APC は男子11.9％、女子
11.6％であった。男女ともにベリーストロング
量が最も多く、ストロングAPC は男子13.9％、
女子13.8％、ベリーストロングAPCは男子10.1％、
女子9.6％、ストロンゲストAPCは男子16.3％、
女子15.5％であった。

・�15～19歳群：全体のAPCは男子10.7％、女子9.4
％であった。男女ともにベリーストロング量が
最も多く、ストロングAPC は男子9.2％、女子
9.1％、ベリーストロングAPCは男子10.9％、女
子9.2％、ストロンゲストAPCは男子18.4％、女
子15.7％であった。

　これらのステロイド処方単位量はNDBOD外用
剤の薬効分類名称「鎮痛、鎮痒、収斂、消炎剤」
の上位100銘柄にあるストロングランク以上のス
テロイドを集計したものであるが、調査方法の注
意点に示したように、第９回（2022年度）、第10回
（2023年度）は上位500銘柄まで集計している。今
回集計したステロイド処方単位量の顕著な増加

は、品目整理や販売中止の理由による同一成分ス
テロイドの銘柄集約による増加や、他外用剤の100
位圏外への降級によるステロイド銘柄の相対的な
順位昇級の可能性も考えられたため、NDB第２～
８回の上記薬効分類内での外来院外処方のストロ
ングランク以上のステロイドの最小銘柄数が13で
あったことから、総処方単位量から院内、院外そ
れぞれ上位13銘柄までに固定して処方単位量と
APCを分析した（表３）。若干の変動はあったも
のの銘柄数は年次的に増加傾向にあり、上位13銘
柄に固定した場合でも各ランクのステロイド処方
単位量は増加しており全体のAPCは8.6％を示し
た。13銘柄の処方単位量を年齢階級別に分析した
結果、特徴的な点としては０～４歳群でベリース
トロング、ストロンゲストに大きな変化が認めら
れなかった（ベリーストロング、ストロンゲスト
ともにAPC：男子0.5％、女子0.6％、図表なし）。

⑷　新規薬理作用医薬品

　①　新規薬理作用外用剤

　図４にアトピー性皮膚炎に適応を持つそれぞれ
異なる新規薬理作用外用剤“tacrolimus（TAC）”、
“delgocitinib（JAK）”、“difamilast（PDE）”の処
方単位量推移を示す。delgocitinib、difamilast と
もに上市以降、明確な増加が認められ、特に低年
齢群での増加が顕著であった。tacrolimus は増加
傾向であったが他２剤の上市以降は停滞してい
た。

表３　ステロイド外用剤　処方単位量の推移（銘柄数による分析）

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 APC（％）

100位以内銘柄 銘柄数 13 13 14 13 14 16 17 20 19

処方単位量

Ｓ以上計 85,946,891 88,833,850 98,468,851 106,875,172 118,517,211 133,919,013 153,860,642 164,544,216 177,780,503 10.3

Ｓ 39,801,971 44,920,176 53,686,211 57,896,749 64,218,700 70,217,860 82,213,607 89,108,159 96,608,159 11.7

VS 43,540,331 42,294,677 42,562,153 46,818,411 51,747,110 58,699,310 66,783,873 70,655,485 75,976,130 8.5

SST 2,604,589 1,618,997 2,220,486 2,160,012 2,551,401 5,001,842 4,863,161 4,780,572 5,196,214 15.1

上位13銘柄 銘柄数 13 13 13 13 13 13 13 13 13

処方単位量

Ｓ以上計 85,946,891 88,833,850 95,254,057 106,875,172 117,324,858 126,261,975 144,435,727 146,517,955 157,860,748 8.6

Ｓ 39,801,971 44,920,176 50,471,418 57,896,749 64,218,700 66,139,447 78,085,935 79,143,987 85,706,739 10.1

VS 43,540,331 42,294,677 42,562,153 46,818,411 50,554,758 56,222,801 62,735,551 63,804,465 68,351,208 6.9

SST 2,604,589 1,618,997 2,220,486 2,160,012 2,551,401 3,899,727 3,614,241 3,569,503 3,802,801 9.5

S：strong, VS：very strong, SST：strongest
引用２）をもとに医薬産業政策研究所にて作成
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　②　抗体医薬品

　図５にアトピー性皮膚炎に適応を有する抗体医
薬品“dupilumab”、“nemolizumab”、“tralokinum-
ab”の３剤計の処方単位量の推移を男女別に示
す。男女とも15～19歳群の処方が大半を占め、経
年的に顕著な増加が認められた。先述の調査方法
に示す通り、dupilumab は、2019年３月に12歳以
上の気管支喘息への承認を取得しており、2023年
９月に生後６ヶ月以上のアトピー性皮膚炎には承
認を取得している。したがって2018年度以降の10

歳以上の群と2023年度の５歳以上の群の処方単位
量は主に両疾患の合計と推測される。nemolizum-
ab は13歳以上の「アトピー性皮膚炎に伴う掻痒」
のみに適応を有し、tralokinumabは成人（15歳以
上）の「既存治療で効果不十分なアトピー性皮膚
炎」のみの適応である。2023年度の処方単位量計
は男女とも2022年度から倍増しており、処方単位
量の男女比は10～14歳群が約３：２、15～19歳群
では約２：１であった。

図４　新規薬理作用外用剤　処方単位量の推移
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引用２）をもとに医薬産業政策研究所にて作成

図５　アトピー性皮膚炎適応抗体医薬品　処方単位量の推移
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　③　内服 JAK阻害薬

　表４にアトピー性皮膚炎に適応を有する内服
JAK阻害薬“baricitinib”、“upadacitinib”、“abroc-
itinib”３剤計の2022～2023年度の処方単位量を示
す。調査方法に示す通り、baricitinib の２歳以上
のアトピー性皮膚炎への適応拡大は2024年３月で
あるため、集計期間における３剤のアトピー性皮
膚炎の処方は12歳以上（upadacitinib、abrocitinib）
もしくは15歳以上（baricitinib）がほとんどを占め
ていることが推察された。処方単位量の男女比は
約３：２であった。

４．まとめと考察

⑴　アトピー性皮膚炎被患率

　「学校保健統計調査」から、2015～2024年度の10
年間のアトピー性皮膚炎の被患率を学校種別、男
女別に分析した。幼稚園児の被患率は男女とも年
平均５％以上の減少率を示し大幅な減少がみられ
た。小学生の被患率はマイナス傾向ではあったも
のの大きな変化は認められず、中学生女子、高校生
男子、高校生女子は年平均２％の増加率であった。
　診療ガイドライン３）では、1992～2002年の皮膚
科医の健診による国内アトピー性皮膚炎有症率調
査14論文の解析から、年齢別有症率は乳児６～

32％、幼児５～27％、学童５～15％、大学生５～
９％と幅があり、年齢が上がるに従い有症率は減
少傾向にあったとしている５）。また2000～2002年
度の厚生労働科学研究では、保健所と小学校健診
での専門医による大規模調査で得られた有症率は
４か月児12.8％、１歳６ヶ月児9.8％、３歳児13.2％、
小学６年生10.6％、大学生8.2％とされ６）、従来は
高いとされてきた都市部患者の有症率は、当調査
においては郊外部と有意差はなかったとしてい
る７）。年次変化については、西日本の小学生児童
を対象としたアレルギー疾患調査から得られたア
トピー性皮膚炎の有症率は、1992年の17.3％から
2002年には13.8％と低下していた８）。対して京都で
の７～15歳対象の調査では、1996年4.2％から2006
年5.6％に有症率は若干増加していたとあった９）。
このようにガイドラインに記載されている有症率
データは20年以上前の調査であり、報告毎に数値
に幅があることが示されている。
　今回、学校保健統計調査で示された幼児、児童
及び生徒のアトピー性皮膚炎被患率とその推移が
専門医からみて医学的もしくは医療疫学としての
価値を有するかは議論があるところである。特に
専門医による標準的な診断結果で構成された調査
ではない点が指摘される。しかし、各都道府県は
当調査を用いて自治体児童の健康状態、被患率を
把握し、当調査を基礎資料として幼児、児童、生
徒の健康向上に向けた政策、学校保健行政に繋げ
ており、参考として児童達の被患率の傾向をみる
ことは可能と考えられた。

⑵　アトピー性皮膚炎検査

　本稿で示された被患率の推移は、NDBODを用
いたアトピー性皮膚炎特異的検査である

５）森田栄伸「アトピー性皮膚炎患者数の実態、原因・悪化因子に関する資料の解析・整理」、平成13年度厚生科学研究費
補助金免疫・アレルギー等研究事業研究報告書　第２分冊：184－186（2002）

６）山本昇壯「アトピー性皮膚炎の患者数の実態及び発症・悪化に及ぼす環境因子の調査に関する研究」、平成14年度厚生
労働科学研究費補助金　免疫アレルギー疾患予防・治療研究事業研究報告書　第１分冊：71－77（2003）

７）Saeki H, et al., Prevalence of atopic dermatitis in Japanese elementary schoolchildren, Br. J. Dermatol. 152：110-114
（2005）

８）太田國隆ほか：西日本小学児童におけるアレルギー疾患有症率調査1992年と2002年の比較、日本小児アレルギー学会誌
17：255－268（2003）

９）Kusunoki T, et al., Changing prevalence and severity of childhood allergic diseases in kyoto, Japan, from 1996 to 2006, 
Allergol. Int.,58：543-548（2009）

表４　�アトピー性皮膚炎適応内服JAK阻害薬　処
方単位量（錠）

年度 2022 2023

男性
５～９歳 0 1,613
10～14歳 196,287 320,132
15～19歳 222,480 482,356

女性
５～９歳 0 0
10～14歳 117,165 223,309
15～19歳 131,521 303,938

引用２）をもとに医薬産業政策研究所にて作成
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“TARC”、“SCCA2”の算定回数の推移との関係
を示唆している。０～４歳群の検査算定回数の年
平均変化率は男子▲3.5％、女子▲2.1％とマイナス
であったが、５～９歳群では男女５％、10～14歳
群では男女11％、15～19歳群では男子12％、女子
10％と増加していた。巻末の別表２に示すように、
日本の小児人口はどの年齢群も年次で減少してお
り少子化が進んでいる。検査の算定回数もそれに
したがって減少することが予想されるがそうはな
らず、男女ともに５歳以上の群はアトピー性皮膚
炎特異的検査の算定回数は増加していた。特に高
年齢群の算定回数が年10％以上増加していたこと
は、被患率が年２％近く増加していたことと因果
関係があるかもしれない。COVID-19パンデミッ
クにより2020年は小児科外来の受診数が激減し、
専門施設に多い管理料１算定施設以外は2021、22
年も十分に回復していない10）とあり、０～４歳群
の算定回数の減少は受診減の影響があった可能性
も考えられる。しかし当年齢群の算定回数の減少
は2018年から始まっており、また他の年齢群の算
定回数の増加に対しては説明できないため更なる
分析が必要と考える。

⑶　ステロイド外用剤

　NDBODを用いてストロングランク以上のステ
ロイド外用剤の処方単位量の推移を分析した結果
いずれの年齢群でも大きく増加していた。抗体医
薬品やJAK阻害薬等、近年のgame changerとさ
れる新規薬理作用を有する医薬品の上市によっ
て、ステロイドの使用量は減少、もしくはステロ
イド強度を下げて使用するケースが増えていると
いう仮説を持って集計、分析したが想定外の結果
であり、低年齢群ではストロング、高年齢群では
ベリーストロングが優位のまま増加しており、特
に高年齢群でのストロンゲストの増加率の大きさ
が注目された。この顕著な増加の理由をアトピー
性皮膚炎被患率の増加だけで説明することは不可

能である。若年者でステロイド外用剤が適応とな
る皮膚疾患が急増しているということも考えられ
ない。当初、発売中止や出荷調整によって複数の
ステロイド銘柄が集約され、NDBOD「鎮痛、鎮
痒、収斂、消炎剤」の上位100にランクインする銘
柄数、もしくは銘柄当たりの処方単位量が増加し
たと考え、上位13銘柄に固定した処方単位量の年
変化率を算出したが、この分析でも同様に大きな
増加が認められた。
　利用ルールにより詳細の記載はしないが、検証
的に IQVIA JPMデータを用いて３つのステロイ
ドランクから代表的な２成分の最頻規格を選び、
年売上から算出した６成分の数量について2015～
2023年の年平均変化率を算出した11）。その結果、６
成分計では年3.5％、ストロングは年5.6％、ベリー
ストロングは年3.7％、ストロンゲストは年0.9％で
増加していた。年齢の考慮もなくあくまで簡易的
な分析ではあるが、異なるデータベースを用いて
もステロイド外用剤の使用量は近年増加傾向にあ
ることが示された。ステロイド外用剤の増加はア
トピー性皮膚炎患者数の変化だけで示すことはで
きず、医師をはじめとする医療者の方々が診療ガ
イドラインに示す基本的なステロイド治療を周知
努力されていることに加え、ステロイド治療に対
する患者の理解向上、新規薬理作用医薬品の上市
を契機とした疾患啓発の普及、コロナによる受診
機会減を契機とした１回処方当たりの処方量増加
等の処方形態の変化、販売中止等による銘柄集約
や出荷調整等、複数の要因によるものと想像され
た。特に幼稚園児の被患率が低下し、小学生の被
患率には大きな変化が無かったにも関わらず、低
年齢群においてステロイド外用剤の増加が示され
た点について、症状寛解後に維持療法としてステ
ロイド外用剤やその他のアトピー性皮膚炎治療外
用剤を間歇的に投与し症状の安定化を図る「プロ
アクティブ療法」３）が低年齢群で浸透し、学校保健
統計調査では症状がマスクされた患者が被患者ス

10）田中文子他　日本小児科学会小児医療提供体制委員会報告「COVID-19流行前後における小児医療の変化に関する調
査」、日本小児科学会雑誌128（12）：1576－1584（2024）

11）Copyrightⓒ2026 IQVIA. IQVIA JPM, Data Period 2015－2023年度をもとに医薬産業政策研究所にて集計・分析（無断転
載禁止）
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クリーニングから免れた可能性も考えられる。情
報量が十分な多様なリアルワールドデータが存在
するなか、速やかに医療技術評価の精度向上を実
現するためにも NDB をはじめとする健康医療
データが連結され、疾患と治療薬、治療技術との
関連を示す精緻な疫学研究に繋がるデータ活用技
術の発展に期待したい。

⑷　新規薬理作用医薬品

　この数年でアトピー性皮膚炎治療は劇的な変化
を遂げた。とはいえ game changer と期待される
新たな治療薬が市場に出るまでかなりの時間を要
した。診療ガイドラインによると60年以上ステロ
イド外用剤はアトピー性皮膚炎の治療に用いられ
ており、現在においてもステロイド外用剤は治療
戦略の基本である３）。1993年に臓器移植における
拒絶反応の抑制剤として上市されたカルシニュー
リン阻害薬tacrolimus内服剤が各種自己免疫性疾
患に適応を拡大し、1999年にアトピー性皮膚炎を
適応とした tacrolimus 外用剤が上市された。tac-
rolimus はステロイド外用剤ではコントロールが
困難な病勢を抑える効果を示し、特に顔面・頸部

の難治病変に対する大きな武器となった。ステロ
イドと免疫抑制機序が全く異なるため両剤を使い
分けることでステロイド量を減らすことができる
ケースも増えた。一方、効果の限界、長期連用に
よる有害事象、血中濃度の上昇リスクがあるため
びらん、潰瘍面には使用できない等の制約３）もあ
りアトピー性皮膚炎患者のアンメットニーズを更
に満たす新たな治療薬開発が求められてきた。
tacrolimus の前から腎移植の拒絶反応抑制に使わ
れていたカルシニューリン阻害薬 cyclosporine 内
服剤が2008年に既存治療不応のアトピー性皮膚炎
に適応拡大されたものの、tacrolimus 外用剤の上
市から新たな作用機序を有する治療薬に患者がア
クセスできるようになるまで約20年を要した。
　新規薬理作用医薬品の標的分子と承認年齢の変
遷を表５に示す。2018年、既存治療不応のアトピー
性皮膚炎に対して最初の抗体医薬品が承認され、
2020年、外用剤として最初の JAK 阻害薬がアト
ピー性皮膚炎に承認、2020～2021年に内服JAK阻
害薬３剤が既存治療不応例に承認された。2022年
に外用PDE４阻害剤が承認、2023～2024年には新
たな抗体医薬品３剤が既存治療不応例に承認され

表５　小児アトピー性皮膚炎治療薬の多様化

ステロイド外用剤 新規薬理
作用外用剤 標的分子 抗体医薬品 標的分子 内服 JAK

阻害薬 標的分子 その他 標的分子

1960年代

1999 tacrolimus
（≧16ys） calcineurin

2003 tacrolimus
（≧２ys） calcineurin

2008 cyclosporine
（≧16ys） calcineurin

2018 dupilumab
（≧15ys） IL-4Rα

2020 delgocitinib
（≧15ys）

JAK1, 2, 3 
TYK2

baricit inib
（≧15ys） JAK1, 2

2021 delgocitinib
（≧２ys）

JAK1, 2, 3 
TYK2

upadacitinib
（≧12ys）
abrocitinib

（≧12ys）
JAK1

2022 difamilast
（≧２ys） PDE4 nemolizumab

（≧13ys） IL-31R

2023
delgocitinib

（≧６ms）
difamilast

（≧３ms）

JAK1, 2, 3 
TYK2
PDE4

dupilumab
（≧６ms）
tralokinumab

（≧15ys）

IL-4Rα

IL-13

2024 t a p i n a r o f
（≧12ys） AhR

lebrikizumab
（≧12ys）
nemolizumab

（≧６ys）

IL-13

IL-31R
baricit inib

（≧２ys） JAK1, 2

＊ ys；years, ms；months, JAK；janus kinase, PDE；phosphodiesterase, AhR；aryl hydrocarbon receptor, IL；interleukin, R；receptor
各製品の添付文書、インタビューフォーム、「明日の新薬（テクノミック制作）」等をもとに医薬産業政策研究所にて作成
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た。これら新薬の多くは「最適使用推進ガイドラ
イン」12）で専門施設、専門医による使用に厳格に規
制されているが、新薬の処方量は先に示したよう
に著しく増加している。新規薬理作用は主な病因
となる Th２型炎症反応を惹起するインターロイ
キン（IL）による JAK-STAT系シグナル伝達経
路を特異的に抑制するものであるが、作用する分
子に応じて発現される臨床効果（主に掻痒を改善、
バリア機能改善等）にそれぞれ特徴が報告されて
おり３）、アトピー性皮膚炎患者の方々が共通に悩
む掻痒や睡眠障害といった QOL の改善はもちろ
ん、特異的な薬理作用によりそれぞれの患者が抱
えるアンメットニーズを満たす「個別化医療」の
実現により一層近づいていると思われる。同時に
新たな薬理作用を有する薬剤は重篤感染症等、有
害事象も特徴的で臨床医は情報の蓄積も少ないた
め、リスク最小化に向けた有害事象マネジメント
が極めて重要であり、企業の適正使用推進活動の
重要性は更に高まる。

５．おわりに

　小児アトピー性皮膚炎患者の方々の悩みは症状
だけではなく、日常の様々なストレスが負荷とな
り症状の変化に強く影響するとされる。保護者の
方々にも食事や環境への対応、医療費の負担等に
特別な配慮が求められる。極度の少子高齢化を迎
える日本社会にとって小児医療の重要性と価値は
ますます高まる。新たな治療薬が患者と保護者の
方々が抱えるアンメットニーズを高いレベルで充
足することができ、QOL改善、well beingの実現
が可能となるよう、研究開発型製薬企業は使命と
して持続的なイノベーションに更に取り組む必要
がある。創薬コンセプトの設計図となる target 
product profile（TPP）の確度を高めるためにも
患者と保護者の方々の積極的な開発への参画は重
要な要素となる。革新的新薬を継続的に創出する
ために、また創出された新薬の価値が正確に評価
されるためにも患者、保護者、介護者からのアウ
トカム報告が診療、開発、日常生活の場で収集さ
れ評価される環境つくりがこれからの日本の医療
政策において本質的な要素になると考える。

12）PMDAホームページ「最適使用推進ガイドライン（医薬品）」（2025.12.25最終確認）
　　https://www.pmda.go.jp/review-services/drug-reviews/review-information/p-drugs/0028.html
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別表２　性別年齢階級別小児人口推計

年度

性別年齢階級 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 APC（％）

男性０～４歳 2,528,080 2,504,389 2,475,347 2,439,327 2,396,769 2,281,730 2,202,923 2,130,887 2,048,635 1,952,641 -2.9

女性０～４歳 2,414,909 2,389,919 2,360,832 2,323,187 2,281,765 2,176,522 2,103,782 2,032,375 1,952,641 1,874,634 -2.9

男性５～９歳 2,698,523 2,689,161 2,659,147 2,621,279 2,575,221 2,580,146 2,539,951 2,492,060 2,434,065 2,317,686 -1.5

女性５～９歳 2,569,226 2,558,940 2,532,281 2,498,746 2,455,567 2,457,314 2,418,860 2,373,351 2,317,686 2,254,619 -1.4

男性10～14歳 2,855,328 2,798,896 2,755,513 2,732,573 2,711,090 2,724,077 2,713,867 2,684,286 2,649,795 2,523,547 -1.0

女性10～14歳 2,718,493 2,667,435 2,626,724 2,605,802 2,582,651 2,590,700 2,580,057 2,554,619 2,523,547 2,488,919 -0.8

男性15～19歳 3,073,597 3,058,390 3,030,148 2,979,988 2,927,427 2,883,030 2,826,550 2,781,421 2,757,436 2,618,695 -1.7

女性15～19歳 2,904,186 2,892,993 2,867,362 2,823,068 2,779,131 2,735,918 2,680,776 2,637,067 2,618,695 2,594,486 -1.4
出所：人口動態統計（厚生労働省大臣官房統計情報部）
出典：�新基準人口　全国がん死亡データ（1979年～2024年）、国立がん研究センターがん情報サービス「がん統計」（厚生労働省人口動態統計）より

全国年齢階級別（95歳以上丸め）日本人人口、性、暦年別（pop）をもとに医薬産業政策研究所にて作成

別表１　学校保健統計調査　調査対象数

調査年度

学校種 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

調査校数

幼稚園 1,645 1,645 1,645 1,645 1,645 1,645 1,645 1,645 1,645 1,645

小学校 2,820 2,820 2,820 2,820 2,820 2,820 2,820 2,820 2,820 2,820

中学校 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880

高校 1,410 1,410 1,410 1,410 1,410 1,410 1,410 1,410 1,410 1,410

計 7,755 7,755 7,755 7,755 7,755 7,755 7,755 7,755 7,755 7,755

発育状態
調査（人）

幼稚園 72,380 72,380 72,380 72,380 72,380 72,380 72,380 72,380 72,380 52,834

小学校 270,720 270,720 270,720 270,720 270,720 270,720 270,720 270,720 270,720 261,422

中学校 225,600 225,600 225,600 225,600 225,600 225,600 225,600 225,600 225,600 213,026

高校 126,900 126,900 126,900 126,900 126,900 126,900 126,900 126,900 126,900 121,860

計 695,600 695,600 695,600 695,600 695,600 695,600 695,600 695,600 695,600 649,142

健康状態
調査（人）

幼稚園 92,519 99,842 94,771 95,936 89,203 88,109 86,871 76,219 73,138 69,045

小学校 1,323,537 1,350,596 1,351,418 1,370,780 1,357,918 1,352,008 1,345,282 1,303,498 1,295,987 1,279,176

中学校 850,518 873,897 847,283 848,164 840,203 842,632 844,614 816,660 814,523 814,195

高校 1,084,473 1,112,727 1,112,029 1,108,891 1,084,658 1,058,172 1,059,424 1,024,034 1,025,544 1,028,355

計 3,351,047 3,437,062 3,405,501 3,423,771 3,371,982 3,340,921 3,336,191 3,220,411 3,209,192 3,190,771

引用１）をもとに医薬産業政策研究所にて作成
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